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利用者に対する対応                              

1.室内で地震が発生した場合（避難の必要がない場合） 

１．子供の安全確保のため、一か所に子供を集め、防災ずきん（布団などで代用も可）をかぶせる。 

２．職員は速やかに子供の確認（人数・健康状態など）をし、あわせて火の始末、玄関ロック解除を行い 

  管理者へ報告する。 

３．職員も同様に自身の安全確保（ヘルメット着用など）を行い、落ち着くまで施設内にて待機する。 

４．いつでも避難できるように、非常口のロックを解除する。 

５．非常用ラジオをオンにして、情報収集をする。 

６．あわせて、必要であれば避難用のお散歩カーを準備し、非常口前まで移動させる。 

７．避難用の持ち出しリュックの準備と、ヘルメットの着用確認を行い、いつでも避難できるようにする。 

８．引き続き情報収集を行い、避難が必要でないと判断した場合は、管理者の指示で通常の支援に戻る。 

９．子供の確認（健康状態など）を行う。 

10. 玄関のロック、及び施設に不備がないか確認をする。 

11. 状況によって必要だと判断すれば、保護者に安否についての情報を流す。（メール、TEL、LINE） 同様に職員連絡 LINE

においても連絡する。 

  ※状況に応じ保護者に対して、早めのお迎え要請を行う。 

2.室内で地震が発生した場合（避難の必要がある場合） 

１．子供の安全確保のため、一か所に子供を集め、ヘルメットをかぶせる。 

２．職員は速やかに子供の確認（人数・健康状態など）をし、あわせて火の始末、玄関ロック解除を行い、管理者へ報告する。 

３．職員も同様に自身の安全確保（ヘルメット着用など）を行い、落ち着くまで施設内にて待機する。 

４．いつでも避難できるように、非常口のロックを解除する。 

５．非常用ラジオをオンにして、情報収集をする。 

６．あわせて、必要であれば避難用のお散歩カーを準備し、非常口前まで移動させる。 

７．避難用の持ち出しリュックの準備と、ヘルメットの着用確認を行い、いつでも避難できるようにする。 

８．避難が必要と判断した場合は、速やかに脱出の準備を始める。この指示は、管理者が行う。 

９．管理者に指示された職員が、非常口を開け、送迎車を出入り口付近まで接近させる。 

10. 準備が整い次第、順次子どもを送迎車に乗せる。 

11.職員は子供の緊急連絡先リストファイル・避難用のリュック・ラジオを携帯し、施設内に子どもが残っていないかを確認する。 ※

携帯電話も携帯すること 

12.出発前に子供の点呼を行い、避難場所に避難を行う。避難場所の指定については状況を勘案して管理者が決定する。 

13.避難場所に到着し、点呼、並びに健康状態のチェックを行う。 

14.避難場所到着後、可能な方法で、保護者、職員へ状況を報告する。 

15.あわせて、災害伝言ダイヤル（171）へ録音を行う。  ※避難場所で保護者へ子供の引き渡しを行う場合については、保

護者の身元確認を徹底して行う。 

  ※引き渡しのルールは、通常と同様とする。事前に保護者と連絡が取れていないにも関わらず、イレギュラーの方へ引き渡しをす

ることは行わない。 

3.保育室外での保育中に地震が発生した場合 

１．建物などから出来る限り離れ、点呼及びに安全な場所に集めて、身をかがめさせる。 

２．一度揺れが静まったら職員は、建物の被災状況や余震による倒壊などに注意しながら、再度点呼・ 

  子供の健康状態等を確認する。あわせて施設へ連絡を取り、その後の対応について指示を受ける。 

３．施設へ戻る場合は、周囲の安全について十分に確認しながら帰所する。直接、避難場所へ移動する 

  場合についても同様に、周囲の安全について十分に確認しながら移動を開始する。 
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  ※避難場所については、事前に決められた場所に向かう。 

 

津波の危険性がある場合について 

1.津波の危険性がある場合は上記地震時の対応とともに、より高い場所へ避難する。 

2.津波は繰り返し襲ってくるため、波が落ち着くまで慎重に避難する。 

（※津波がおさまり通常の状態に戻るまでにおよそ 6 時間から 10 数時間かかると言われている。津波警報が解除される、

または行政の指導があるまでは避難所にとどまる。）前述以外の対応について 

・ 子ども達の安全の確保を最優先とし、原則として火事や津波などの危険がない限り及び著しい 

  損傷がない場合は、施設内に待機し保護者のお迎えを待ちます。火災や差し迫った津波の危険が 

  ある場合は、避難場所へ移動します。 

 

火災時における予防と対策 

（1）事前の環境整備 

１．避難訓練の実施（年/６回）  

①火災状況を想定した訓練を実施する。 

②消火訓練を実施する。【初期消火・消火器・消火栓の取り扱いなど】 

③通報訓練を実施する。【消防署】（年/1 回） 

④避難通路・経路の恒常的確保をする。 

⑤ 火災発生時における各職員の役割分担を取決める。 

２．保護者への事前連絡 

①保護者へは、契約時に緊急時における施設の避難先を周知する。 

②保護者からは、契約時に携帯電話番号などの緊急連絡先を聴取する。  

３. 設置設備の点検等 

①出火元となりやすいガス器具・コンセント・配線・配電等の正しい使用方法を習得及び正常に作動しているか点検する。 

②万一出火したときに備え、消火器の所在を確認しておくとともに、 正しい使用方法を習得し使用できるようにする。 

③職員は、日常の環境を整備しておくとともに、日常の中で児童の行動特性をしっかりと把握しおく。 

（２）火災発生時の手順  

１．発生時の基本的な流れ 

火災発見 → 報告 → 通報連絡 → 避難誘導 → 初期消火  

２．支援中に火災が発生した場合 

①火災を発見したら（第一発見者）、大きな声で周りの職員に知らせる。 

②知らせを受けた職員は、速やかに管理者及び他の職員に火災の発生を知らせる。 

③第一発見者及び知らせを聞いた職員は、可能な限り初期消火に努める。 

④各職員は、管理者の指示に従い無駄なく的確な行動をする。 

⑤消防署への通報。 

⑥児童の避難誘導（児童の人数把握及び管理者への報告）。 

⑦地域住民・関係機関への連絡。 

⑧落ち着いて行動することを心がけ、児童に動揺を与えないように努める。 

⑨出火元・火のまわり具合・煙・風向きなどを考え、より安全な場所に避難する。 

⑩安全な場所まで避難した後で、状況により保護者に連絡をし、児童の引き渡しをする。 
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（緊急連絡網及び名簿は必ず持って避難する。） 

⑪火災により翌日以降事業所運営を行うことが困難な場合は、管理者より関係各所へ連絡し、今後の対応を早急に決定する。 

 

土砂災害・河川の氾濫等に係る対応について 

・前兆現象や被害の情報を確認・入手した場合は速やかに浜松市など関係機関へ通報する。 

・避難誘導班 

土砂災害（河川の氾濫）警戒情報、避難準備情報及び避難勧告等が発令された場合や土砂崩れや河川の氾濫等の前兆

現象などを発見した場合に、利用者等を安全な場所へ誘導する。 

・応急救護班負傷者がいる場合は、負傷者に対して応急処置を行うとともに、必要に応じて救急車（119 番）を要請するか、

指定した医療機関又は近隣の医療機関に移送する。 

警報時の対応について～台風・大雨・大雪・津波時の対応について～ 

暴風、大雨、洪水、大雪、津波等の警報、避難勧告が、遠州北、遠州南のどちらか一方に発令された場合の 対応は原則、現

在のところは以下の通りとします。今後変更点がありましたら再度お知らせいたします。  

 暴風、大雨、洪水、大雪、津波警報・避難勧告が発令された場合 

 ◎保護者の判断のもとに、利用するか、欠席するかを決める。 

  暴風・大雨・洪水・大雪・津波警報が発令されている場合には送迎はできません。  

＜警報の種類＞ 

 ・暴風警報・大雨警報・洪水警報（波浪警報・高潮警報を含む）・大雪警報・津波警報 ・土砂災害警報 

 ・避難勧告・避難指示                    

  ※但し、その時の状況等で、施設・事業所の運営に支障をきたす場合や、重大な危険が                    

   想定される場合には、上記の通りではありません。                    

                      


